
令和８年度　長南町農業集落排水事業会計予算書



議案第１８号

　　　令和８年度長南町農業集落排水事業会計予算

　（総則）

第１条　令和８年度長南町農業集落排水事業会計予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　　　　（１）接続件数 件

　　　　（２）処理区域内人口 人

　　　　（３）年間有収水量 ㎥

　　　　（４）１日平均処理水量 ㎥／日

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

（既定額）

 第１款 千円

　 第１項 千円

 　第２項 千円

支出

 第１款 千円

　 第１項 千円

 　第２項 千円

 　第３項 千円

935

266,835

731

営業収益 39,681

営業外収益 227,489

2,856

収入

下水道事業収益 267,170

下水道事業費用 267,170

予備費 1,000

営業費用 258,682

営業外費用 7,488
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　（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額２３，１７４千円は、当年度分損益勘定留保資金６９９千円、当年度分消費

　税及び地方消費税資本的収支調整額５，２９８千円、引継金６，４２７千円、繰越利益剰余金処分額１０，７５０千円で補て

　んするものとする。）

（既定額） （補正額） （計）

 第１款 下水道事業資本的収入 千円 千円

　 第１項 千円 千円

　 第２項 千円 千円

　 第３項 千円 千円

　 第４項 千円 千円

 第１款 下水道事業資本的支出 千円

 　第１項 建設改良費 千円

 　第２項 企業債償還金 千円

　（企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

支出

下水道事業債 14,400千円
普 通 貸 借
又       は
証 券 発 行

年4.0％以内
(ただし、利率見直し方式で借り入れる資金に
ついて、利率の見直しを行った後において
は、当該見直し後の利率)

利率
借入先の融資条件による。
ただし、企業財政その他の都合により繰上
償還又は低利に借り換えすることができ
る。

108,232

償還の方法

公営企業会計適用債 5,400千円
普 通 貸 借
又       は
証 券 発 行

年4.0％以内
(ただし、利率見直し方式で借り入れる資金に
ついて、利率の見直しを行った後において
は、当該見直し後の利率)

166,512

収入

19,800

143,338

58,280

負担金 840

借入先の融資条件による。
ただし、企業財政その他の都合により繰上
償還又は低利に借り換えすることができ
る。

起債の目的 限度額 起債の方法

企業債

他会計補助金 84,360

県補助金 38,338
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　（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は１０，０００千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　　　　（１）営業費用、営業外費用

　　　　（２）建設改良費、企業債償還金

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の

　金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　　　　（１）職員給与費 千円

　（他会計からの補助金）

第９条　農業集落排水事業運営のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、132,000千円である。

　（利益剰余金の処分）

第10条　繰越利益剰余金処分額のうち10,750千円は、次のとおり処分するものと定める。

　　　　（１）資本的収入額が資本的支出に対し不足する額への補てん財源

令和８年２月２７日提出

長南町長　　平　野　貞　夫

16,247
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（収益的収入及び支出）

1

1

1

2

1

2

3

項 目 予　定　額 備　　　　　　　　　　　　考

227,489

39,681

営 業 収 益 39,681

令 和 ８ 年 度 長 南 町 農 業 集 落 排 水 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

（単位：千円）収 入

款

下 水 道 事 業 収 益

下 水 道 使 用 料

374

179,475

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

営 業 外 収 益

267,170

47,640
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（単位：千円）

1  

1

 1

2

3

4

2

1

2

3

1

総 係 費

3,089

目 予　定　額 備　　　　　　　　　　　　考

営 業 外 費 用

258,682

58,556

267,170

業 務 費

支 出

営 業 費 用

下 水 道 事 業 費 用

款 項

施 設 管 理 費

予 備 費

消費税及び地方消費税

減 価 償 却 費

予 備 費

6,405支払利息及び企業債取扱諸費

1,000

7,488

1,083

1,000

179,475

17,562
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（資本的収入及び支出）

1

1

1

2

2

1

3

1

4

1

1

1

1

2

1

2 その他の企業債償還金

目

款 項 目

他 会 計 補 助 金

資 本 的 支 出

84,360

166,512

建 設 企 業 債 償 還金

予　定　額 備　　　　　　　　　　　　考

受 益 者 分 担 金

施 設 整 備 費

107,042

予　定　額 備　　　　　　　　　　　　考

（単位：千円）

840

58,280

企 業 債 償 還 金 108,232

1,190

建 設 改 良 費

支 出

款 項

下 水 道 事 業

58,280

他 会 計 補 助 金

負 担 金 840

県 補 助 金

県 補 助 金 38,338

84,360

企 業 債

建 設 改 良 債

そ の 他 の 企 業 債

19,800

14,400

5,400

38,338

資 本 的 収 入

（単位：千円）収 入

下 水 道 事 業 143,338
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(単位:千円)

１ 営 業 収 益

（１）下 水 道 使 用 料 36,072 36,072

２ 営 業 費 用

（１）施 設 管 理 費 53,258

（２）業 務 費 2,810

（３）総 係 費 17,503

（４）減 価 償 却 費 179,475 253,046

営 業 損 失 216,974

３ 営 業 外 収 益

374

（１）他 会 計 補 助 金 47,640

（２）長期前受金戻入 179,475

令和８年度長南町農業集落排水事業予定損益計算書

（令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで）

227,489（３）雑 収 益
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当年度未処分利益剰余金 13,698

５ 予 備 費

前年度繰越利益剰余金 11,671

（２）雑 支 出 1,083 7,488 220,001

経 常 利 益 3,027

（１）
支 払 利 息 及 び

6,405
企業債取扱諸費

４ 営 業 外 費 用

（１）予 備 費 1,000 1,000 △ 1,000

当 年 度 純 利 益 2,027
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(単位:千円)

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　当年度純利益 2,027

　　減価償却費 179,475

　　引当金の増減額 18

　　長期前受金戻入額 △ 179,475

　　貸倒引当金の増減額 509

　　支払利息 6,405

　　未収金の増減額 110

　　未払金の増減額 △ 9,413

　　小計 △ 344

　　利息の支払額 △ 6,405

　　業務活動によるキャッシュ・フロー △ 6,749

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有形固定資産の取得による支出 △ 52,982

　　工事負担金及び受益者負担金等による収入 840

　　補助金による収入 122,698

　　投資活動によるキャッシュ・フロー 70,556

（令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで）

令和８年度長南町農業集落排水事業予定キャッシュ・フロー計算書
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３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　建設改良等の企業債による収入 14,400

　　建設改良等の企業債償還による支出 △ 107,042

　　その他企業債による収入 5,400

　　その他企業債の償還による支出 △ 1,190

　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 88,432

　　資金増加額 △ 24,625

　　資金期首残高 25,141

　　資金期末残高 516

− 10−



注記事項

重要な会計方針

  １　固定資産の減価償却の方法
　 （1）有形固定資産
　　　・　減価償却の方法　　　 定額法による。
　　　・　主な耐用年数
　　　　　建物 15～50年
　　　　　構築物 8～60年
　　　　　機械及び装置 5～20年
　　　　　車両運搬具 4～6年
　　　　　工具器具及び備品 5～20年
　 （2）無形固定資産
　　　・　減価償却の方法　　　 定額法による。
　　　・　主な耐用年数
　　　　　その他の無形固定資産 10年

  ２　引当金の計上方法
　 （1）賞与引当金及び法定福利費引当金
　  　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにこれに係る法定福利費（千葉県市町村職員共済組合負担金）の支払に
　    備えるため、当年度末における支給額及び支払額に基づき、当年度の負担に属する見込額（12月から3月までの4か
      月分）を計上している。
　 （2）貸倒引当金
　　    債権の不納欠損による損失に備えるため、債権について個別に回収の可能性を検討し、回収不能見込額を計上し
　　  ている。

  ３　消費税及び地方消費税の処理
　　  消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。
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△ 348,146 2,804,205

ハ 構 築 物 3,152,351

2,297

△ 1,138

減 価 償 却 累 計額

固 定 資 産

減 価 償 却 累 計額 △ 184,180

1,159

1,436,750

イ 土 地 40,432

ホ

資　産　の　部

(1) 有 形 固 定 資 産

車 両 運 搬 具

1

令和８年度長南町農業集落排水事業予定貸借対照表

（令和９年３月３１日）
(単位:千円)

ロ 建 物 1,620,930

ニ 機 械 及 び 装 置 28,963

減 価 償 却 累 計額 △ 24,782 4,181

ヘ 建 設 仮 勘 定 72,207

減 価 償 却 累 計額

8(2) 投資その他の資産

有形固定資産合計 4,358,934

固 定 資 産 合 計 4,358,942

516

△ 509

資 産 合 計

3,307(2) 未 収 金

貸 倒 引 当 金

2 流 動 資 産

(1) 現 金 預 金

流 動 資 産 合 計 3,314

4,362,256
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(1) 企 業 債

ロ そ の 他 の 企 業債

企 業 債

負　債　の　部

3 固 定 負 債

イ 建設改良費等の財源
217,574に充てる為の企業債

(1)

ロ そ の 他 の 企 業債 4,615

固 定 負 債 合 計 222,190

企 業 債 合 計 222,190

4 流 動 負 債

イ 建設改良費等の財源
60,723に充てる為の企業債

企 業 債 合 計 70,758

10,035

イ 賞 与 引 当 金

(2) 引 当 金

699

流 動 負 債 合 計 71,457

5 繰 延 収 益

(1) 長 期 前 受 金 3,639,056

収 益 化 累 計 額 △ 558,244

繰 延 収 益 合 計 3,080,811

負 債 合 計 3,374,458
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ロ 一 般 会 計 繰 入金

ハ 工 事 負 担 金

(2) 利 益 剰 余 金

資 本 金 合 計

(1) 資 本 剰 余 金

950,625

資 本 金 合 計 950,625

8,244

資　本　の　部

6 資 本 金

イ 固 有 資 本 金 950,625

(1) 資 本 金

7 剰 余 金

イ 国 県 補 助 金 21,605

1,917

資 本 剰 余 金 合計 31,766

イ 当年度未処分利益剰余金 5,407

利 益 剰 余 金 合計 5,407

剰 余 金 合 計 37,173

資 本 合 計 987,798

負 債 資 本 合 計 4,362,256
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１　一般職

（１）総　　括

 ※　（  ）内は短時間勤務職員（外書き）

合　　計退職給与金

365 758

75

2,237

2,299

260

16,247
一般職　1
会計年度任用 14,840

一般職　1
会計年度任用 14,685

3,837

3,472 12,992

11,376本　年　度

前　年　度

比　　　 較

2,461

2,699
(　1　)

1

238 3,255

2,312

職員数（人）

155

法定福利費
報酬

給 与 費

給 与 費 明 細 書

手当給料

10,618

2,559

761,305

計
区　　　　分

(　1　)
1

比　較

1,595198

区　分

133

本年度 203 200

105

扶養手当

1,728

前年度

区　分

前年度

216

手当の

内　訳

18

管理職員特
別勤務手当

98

通勤手当 特殊勤務手当住居手当 管理職手当勤勉手当期末手当

1,414 76

比　較

本年度

（単位：千円）

109

地域手当
時間外勤務
手　　　　 当

200

備　考
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ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

区　　　　分 職員数（人）
給 与 費

法定福利費 退職給与金 合　　計 備　考
報酬 給料 手当 計

本　年　度 1 4,840 2,791 7,631 1,585 2,312 11,528

前　年　度 1 4,685 2,539 7,224 1,474 75 8,773

比　　　較 155 252 407

勤勉手当

111 2,237 2,755

本年度 216 203 200 1,160

区　分 扶養手当 地域手当
時間外勤務
手　　　　 当 期末手当 通勤手当 住居手当 管理職手当 特殊勤務手当

76

936 76

72 57

前年度 198 98 200 1,088 879

前年度

手当の 比　較 18 105

比　較

内　訳 区　分
管理職員特
別勤務手当

本年度
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イ　会計年度任用職員

 ※　（  ）内は短時間勤務職員（外書き）

（単位：千円）

区　　　　分 職員数（人）
給 与 費

法定福利費 退職給与金 合　　計 備　考
報酬 給料 手当 計

本　年　度
(　1　)

2,699 1,046 3,745 974 4,719

前　年　度
(　1　)

2,461 933 3,394 825 4,219

比　　　較 238 113 351 149 500

区　分 扶養手当 地域手当
時間外勤務
手　　　　 当 期末手当 勤勉手当 通勤手当 住居手当 管理職手当 特殊勤務手当

本年度 568 478

前年度 507 426

手当の 比　較

前年度

61 52

比　較

内　訳 区　分
管理職員特
別勤務手当

本年度
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（２）給料及び手当の増減額の明細

平均改定率

（３）給料及び手当の状況

ア　職員1人当たり給与

8  年 ２ 月 １ 日 現 在

7  年 ２ 月 １ 日 現 在

地 域 手 当

（単位：千円）

区　分 増減額 増　減　事　由　別　内　訳 説　　　　　　　　　　明 備　　　考

給料 155 給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分 131

昇 給 に 伴 う 増 加 分 24 平均昇給率

そ の 他 の 増 減 分

給料表

3.30%

0.50%

手当 365 制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分 105
105

制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分

扶 養 手 当 18

そ の 他 の 増 減 分 260

期 末 手 当 133

勤 勉 手 当 109

平 均 給 与 月 額 442,452 円

平 均 年 齢 52.0 歳

平 均 年 齢 53.0 歳

平 均 給 料 月 額 384,000 円

令 和 平 均 給 与 月 額 405,290 円

区　　　　　　　　　　分 一 般 行 政 職

平 均 給 料 月 額 401,300 円

令 和
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イ　初　任　給

ウ　級別職員数

大　　　　　　　学　　　　　　　卒 232,000

区　　　　　　　　　　　　　　　分 一般行政職
一 般 会 計 の 制 度

一　般　行　政　職

高　　　　　　　校　　　　　　　卒 206,700 円 206,700

2

円

級 職　員　数　（　人　）

232,000 円

構　成　比　（　％　）

円

一 般 行 政 職

令　和 8 年　２　月　１　日　現　在　
4

5

100.0

1

1 100.0

6

7

5 1 100.0

3

100.0

6

7 年　２　月　１　日　現　在　
4

計

7

2

3

1

区　　　　　　　　　　　　　　　分

1

計 1

令　和
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（級別の基準となる職務）

エ　昇　　給

区　　分 1　　級 2　　級 3　　級 4　　級 5　　級 6　　級 7　　級

一般行政職
主事補
技師補

主事・技師
主任主事
主任技師

副主査 係長・主査 課長補佐・副主幹 課長・局長・主幹

（A）　　（人） 1 1

区　　　　　　　　　　分 合　　　　計
代　表　的　な　職　種

一　般　行　政　職

　　　  昇　給　に　係　る　職　員　数 （B）　　（人） 1 1

２号給（人）

　　　  昇　　給　　数　　別　　内　　訳

　　　　（％） １００．０ １００．０

４号給（人） 1 1

６号給（人）

区　　　　　　　　　　分 合　　　　計
代　表　的　な　職　種

一　般　行　政　職

本
　
　
年
　
　
度

　　　　職　　　　　　 員　 　　　　　数

８号給（人）

　比  　率  　（B）　／　（A）

前
　
　
年
　
　
度

　　　　職　　　　　　 員　 　　　　　数 （A）　　（人） 1 1

　　　  昇　給　に　係　る　職　員　数 （B）　　（人） 1 1

　　　  昇　　給　　数　　別　　内　　訳

２号給（人）

４号給（人） 1 1

　比  　率  　（B）　／　（A） 　　　　（％） １００．０ １００．０

６号給（人）

８号給（人）
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　　オ　期末手当・勤勉手当

支　給　期　別　支　給　率

　　カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

　　キ　地域手当 　　ク　その他の手当

区　　分
支　給　率　計
（月分）

職務上の段階、職務の
級等による加算措置

備　　考
6月（月分） 12月（月分）

本　年　度 有
2.325 2.325 4.65

前　年　度 有
2.300 2.300 4.60

一般会計の制度 有
2.325 2.325 4.65

区　　分
20年勤続の者
（月分）

25年勤続の者
（月分）

35年勤続の者
（月分）

最高限度
（月分）

その他の加算措置等 備　　考

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
在職期間に応じ
た調整額を加算

一般会計の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709
在職期間に応じ
た調整額を加算

支給対象職員数（人） 1 住　　居　　手　　当 同　　　　　じ

支給対象地域 全地域 区　　　　　分 一般会計の制度との異同

　一般会計の指定基準に
　基づく支給率(％)

4 通　　勤　　手　　当 同　　　　　じ

支　　給　　率　（％） 4 扶　　養　　手　　当 同　　　　　じ
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収　　入 （単位：千円）

区　分 予　定　額

1.下水道事業収益 0 267,170 259,727 7,443 0 0

1.営業収益 0 39,681 41,004 △ 1,323 0 0

0 1.下水道使用料 39,681 41,004 △ 1,323 0 0

0 0 0 0 0 1.農業集落排水処理施設使用料 39,681

2.営業外収益 0 227,489 218,723 8,766 0 0

0 1.他会計補助金 47,640 29,174 18,466 0 0

0 0 0 0 0 1.他会計補助金 47,640 一般会計繰入金

0 2.長期前受金戻入 179,475 189,225 △ 9,750 0 0

0 0 0 0 0 1.長期前受金戻入 179,475

0 3.雑収益 374 323 51 0 0

0 0 0 0 0 1.その他雑収益 374

0   受取利息及び配当金 0 1 △ 1 0 0

0 0 0 0 0

会計年度任用職員社会保険料納付金

比　較
節

備　　　考

令和８年度長南町農業集落排水事業会計予算実施計画内訳 

収 益 的 収 入 及 び 支 出

款／項 目
本 年 度
予 定 額

前 年 度
予 定 額
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支　　出 （単位：千円）

区　分 予　定　額

1.下水道事業費用 0 267,170 259,727 7,443 0 0

1.営業費用 258,682 248,545 10,137

1.施設管理費 58,556 43,547 15,009

1.備消品費 15

2.燃料費 21

3.光熱水費 18,535

4.通信運搬費 2,923

5.委託料 30,457

6.材料費 63

7.修繕費 6,305

8.保険料 222

9.負担金 15

2.業務費 3,089 1,195 1,894

1.通信運搬費 103

2.印刷製本費 251

3.委託料 1,870 農集料金管理システム改修委託料

4.賃借料 865

3.総係費 17,562 14,133 3,429

1.報酬 2,699

2.給料 4,840

3.手当 3,138

4.法定福利費 2,415

5.旅費 173

6.備消品費 20

7.手数料 103

8.委託料 28

9.保険料 118

10.公課費 105 自動車重量税(脱水車)

11.修繕費 259 車検代

12.退職手当組合負担金 2,312

13.賞与引当金繰入額 699

14.法定福利費引当金繰入額 144

15.貸倒引当金繰入額 509 不納欠損

庁用車燃料費(脱水車軽油)

汚水処理場維持管理委託料、消防設備点検業務委託料等

農集料金管理システム使用料

期末手当、勤勉手当等

職員共済組合負担金、会計年度任用職員社会保険料

総合事務組合負担金

節
備　　　考款／項 目

本 年 度
予 定 額

前 年 度
予 定 額

比　較
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支　　出 （単位：千円）

区　分 予　定　額

4.減価償却費 179,475 189,670 △ 10,195

1.有形固定資産減価償却費 179,475

2.営業外費用 7,488 10,182 △ 2,694
1.支払利息及び企業債取扱諸費 6,405 9,059 △ 2,654

1.企業債利息 6,405

2.消費税及び地方消費税 1,083 1,123 △ 40

1.消費税及び地方消費税 1,083

3.予備費 1,000 1,000 0 0

1.予備費 1,000 1,000 0

1.予備費 1,000 0

財政融資資金・地方公共団体金融機構資金・民間資金利息

比　較
節

備　　　考款／項 目
本 年 度
予 定 額

前 年 度
予 定 額
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収　　入 （単位：千円）

区　分 予　定　額

1.下水道事業資本的収入 0 143,338 148,466 △ 5,128 0 0

1.企業債 0 19,800 19,800 0 0 0

0 1.建設改良債 14,400 10,100 4,300 0 0

0 0 0 0 0 1.下水道事業債 14,400

0 2.その他の企業債 5,400 9,700 △ 4,300 0 0

0 0 0 0 0 1.公営企業会計適用債 5,400

2.県補助金 0 38,338 0 38,338 0 0

0 1.県補助金 38,338 0 38,338 0 0

0 0 0 0 0 1.県補助金 38,338

3.他会計補助金 0 84,360 127,826 △ 43,466 0 0

0 1.他会計補助金 84,360 127,826 △ 43,466 0 0

0 0 0 0 0 1.他会計補助金 84,360

4.負担金 0 840 840 0 0 0

0 1.受益者分担金 840 840 0 0 0

0 0 0 0 0 1.受益者分担金 840

0

支　　出 （単位：千円）

区　分 予　定　額

1.下水道事業資本的支出 0 166,512 149,023 17,489 0 0 0

1.建設改良費 0 58,280 19,949 38,331 0 0 0

0 1.施設整備費 58,280 19,949 38,331 0 0 0

1.委託料 5,478

0 0 0 0 0 2.工事請負費 52,802

2.企業債償還金 0 108,232 129,074 △ 20,842 0

0 1.建設企業債償還金 107,042 127,896 △ 20,854 0

1.建設企業債償還金 107,042

0 2.その他の企業債償還金 1,190 1,178 12 0

1.その他の企業債償還金 1,190 民間資金元金 0

財政融資資金・地方公共団体金融機構資金元金

公営企業会計等支援業務委託料

本郷橋架け替えに伴う排水管仮設工事
給田処理場曝気攪拌装置更新工事
豊栄東部地区排出装置更新工事

備　　　考款／項 目
本 年 度
予 定 額

前 年 度
予 定 額

比　較
節

公営企業会計等支援業務委託料

一般会計繰入金

備　　　考

本郷橋架け替えに伴う排水管仮設工事

給田処理場曝気攪拌装置更新・豊栄東部地区排出装置更新工事

比　較
節

令和８年度長南町農業集落排水事業会計予算実施計画内訳 

資 本 的 収 入 及 び 支 出

款／項 目
本 年 度
予 定 額

前 年 度
予 定 額
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